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防災情報システム・サービス市場の実態を調査 

2024 年度の国内市場は 2,150 億円に 

～265 自治体へのアンケート調査から見る導入実態～ 

 

 
 

株式会社シード・プランニング（本社：東京都文京区 梅田佳夫社長、以下シード・プランニング）は、国内の

防災情報システム・サービス市場について、官公庁による調達状況、地方公共団体の関心や抱える課題、最新

の政策等の実態を調査し、その結果を公開したことをお知らせいたします。 

 

●調査の詳細はこちら 

https://www.seedplanning.co.jp/news/5886/ 

 

 

 

 

世界が抱える様々なリスクの中で、自然災害は、近年定常化しつつある異常気象や気候変動対策の失敗と相ま

って、最も注意するべきものと位置づけられています。 

日本では、令和 6 年 1 月 1 日に石川県能登地方で発生した地震では、多くの人命や家屋、ライフラインへ甚大

な被害をもたらすとともに、同年 9 月には同地域で能登半島豪雨により大水害が発生し、再び大きな被害を与

えました。また、南海トラフ地震、首都直下地震、富士山噴火、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震といった

巨大災害のリスクを抱えており、日本における災害対策の重要性は高まる方向にあります。 

◆調査の背景と目的 

orum の背景と目的 

 

https://www.seedplanning.co.jp/news/5886/


 

このような状況の中、災害に強い社会づくりを進めるためには、災害に関する情報（データ）の収集・伝達・

分析・活用が重要な課題になっており、近年の防災白書では、防災におけるデジタル技術の活用がテーマとし

て継続的に取り上げられるようになりました。 

具体的には、各種センサ、ドローン、クラウド、ビッグデータ解析、AI（人工知能）、人工衛星等を活用する災

害対策が近年注目され、システムやサービスの実用化が進められています。また、国や地方公共団体では、デ

ジタル技術を活用した DX（デジタルトランスフォーメーション）に関連した調達を積極化させており、今後、

デジタル技術や情報（データ）を重視する防災・減災・国土強靱化が進展することで、官公庁の調達が様変わ

りする可能性が考えられます。 

 

一方、従来は官需が中心だった防災情報システム・サービスについて、近年では企業の BCP（事業継続計画）

や従業員の安全確保の一環として、気象情報サービスや安否確認サービス、災害対策用の衛星携帯電話を積極

的に導入する動きも見受けられます。 

 

本調査は、災害に関する情報（データ）の収集・伝達・分析・活用等を担う防災情報システム・サービス（※）

に関する官公需及び民需の国内市場を調査することにより、現在の市場の実態を明らかにするとともに、将来

の市場の見通しを考察しました。 

今回の調査においては、都道府県及び市区町村に対して、防災情報システム・サービスの導入実態や課題、運

用体制等に関するアンケート調査を初めて実施しております。 

 

 

 

 

 

●防災情報システム・サービスの導入実態に関する自治体アンケート調査を初めて実施（回答数：265 自治体） 

●官公庁が実施した防災情報システム・サービスに関する調達について、落札情報データベースを用いて分析

を実施（使用データ：2022 年 9 月～2024 年 8 月（24 ヶ月間）の防災情報システム・サービスに関する 4,509

件の落札案件） 

●アンケート・データベースの調査・分析結果を踏まえ、市場促進要因及び市場減速要因を列挙した上で、「中

間的シナリオ」「楽観的シナリオ」「悲観的シナリオ」の 3 パターンに分けて国内市場規模を予測（2024 年度～

2030 年度の年度別） 

●中間的シナリオでは、官公需要及び民間需要を合わせた防災情報システム・サービスの国内市場は、2024 年

度の約 2,150 億円から 2030 年度には約 2,360 億円に達すると予測。 

 

 

 

 

●防災情報システム・サービス市場への需要の高まり 

シード・プランニングでは 2021 年より国内の防災情報システム・サービス市場の実態を調査し、今回で 4 回目

の発表となります。 

 

265 自治体へのアンケート調査や防災情報システム・サービスに関する 4,509 件の落札案件に対する分析を元に

市場促進要因及び市場減速要因を列挙した上で、2024～ 2030 年度期間を年度別で「中間的シナリオ」「楽観的

◆調査トピックス 

orum の背景と目的 

 

◆防災情報システム・サービス市場の動向について 

orum の背景と目的 

 



シナリオ」「悲観的シナリオ」の 3 パターンに分けて国内市場規模を予測しました。 

 

  

 

●中間シナリオでは 2025 年度の官公需要が最多 1,978 億円に 

中間的シナリオの市場規模予測では、官公需要及び民間需要を合わせた防災情報システム・サービスの国内市

場は、2024 年度の約 2,150 億円から 2025 年度には約 2,416 億円に達する予測となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査対象： 

国内自治体（265 自治体）、官公庁落札情報データベース（4,509 件）、ベンダー企業 

◆調査概要 
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調査方法： 

官公庁調達データベースを用いた調査分析、地方公共団体に対するアンケート調査、ネットリサーチによる公

開情報収集 

 

調査項目： 

・防災情報システム/センサ設備/情報サービス/防災行政無線/消防無線/消防指令システム/通信回線 

 

調査期間： 

2024 年 8 月～2025 年 1 月 

本調査の詳細はこちら： 

https://www.seedplanning.co.jp/news/5886/ 

資料についてのお問い合わせ： 

広報宣伝部  

E-mail : koho@seedplanning.co.jp 

https://www.seedplanning.co.jp/news/5886/
mailto:koho@seedplanning.co.jp

